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ෙឹ

　再生可能電源の出力は気象条件によって変動するため、系統への大量連系により系統電力にお

ける周波数の安定性に深刻な懸念が生じている。電気自動車（以下、EV と記述する）は、その

蓄電池の応答性の速さから、周波数制御、とりわけ負荷周波数制御（以下、LFC と記述する）の

領域において有力な解決策の一つと考えられている。しかしながら、LFC 調整市場に参加する

EV アグリゲータ（以下、EVA と記述する）は、公共の通信インフラ利用に起因する通信遅延の

影響を受ける恐れがある。本提案書では、EV の負荷調整力の向上を目的として、EVA が通信遅

延を補償するための方策の設計を行う。具体的には、定周波数制御（FFC）方式が適用されてい

る電力系統において、過去のデータ履歴から、系統における LFC 制御指令と周波数偏差の関係

を推計した上で、リアルタイムの周波数偏差を用いて EV を直接制御する制御方式を提案する。

本方式は低コストで実現可能であり、また、本方式によって EVA の周波数制御市場における競

争力を高めることが期待できる。本方式における性能の向上余地については Simulink の AGC30
モデルの動的シミュレーションを用いて検討し、パフォーマンススコアに基づいて評価を行っ

た。シミュレーションによると、提案の制御方式を導入することで EVA のパフォーマンススコ

アは有意に向上し、同時に周波数変動をも低減できることが明らかとなった。本分析の結果より、

EVA による負荷周波数制御は有望であり、日本において周波数調整市場が開設される 2024 年以

降に採用される可能性があることが示唆された。

　なお、本提案書は、著者らの英文論文 [1] の内容を元にして、低炭素社会の実現につながる政

策への含意、さらには政策提案につなげたものである。

h¬���¦´

　Due to the output fluctuation of renewable power sources depending on climate situation, serious concerns 
are arising on frequency stability accompanied by large integration of renewable energy sources. The utilization 
of electric vehicles (EVs) is considered to be one of promising solutions in frequency regulation especially 
in load frequency control (LFC) domain because of the fast-response characteristics of the EV batteries. 
However, the EV aggregators (EVA) participating in LFC regulation market may suffer from communication 
delays caused by the open communication infrastructure. In this document, a control method is proposed to 
compensate the communication delays for EVAs in order to improve the performance of frequency regulation 
of EVs.
　We proposed the novel method estimating the relationships between the LFC control signal and the 
frequency deviation in the system from historical data. Then the system was assumed to control the EVs directly 
through the real-time frequency deviation in power systems which apply Flat Frequency Control (FFC). Since 
the implementation cost is small, EVAs are expected to be more competitive in the frequency regulation market. 
The performance improvement is verified by dynamic simulation on AGC30 model in Simulink and evaluated 
based on performance scores. The performance scores of EVA increased significantly in the simulation, and 
the system frequency fluctuation was concluded to be reduced by applying the proposed control method. The 
investigated results implied that the proposed method for the load frequency control by EVAs is promising to be 
adopted after 2024, when the frequency regulation market will be opened in Japan.
　Taking the contents of the paper [1] into consideration, the author derived the implications in this document 
for policies that lead to the realization of a low-carbon society, as well as policy proposals.
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$�  ɼɍめに

　近年、電気自動車（EV）の普及が進んだことにより、特に気象条件によって出力が変動する

性質を有する再生可能電源が大量に接続された電力系統において、EV が電力系統の安定性の改

善に貢献できる可能性が出てきた。EV の活用については様々な議論があるが、EV のバッテリー

を用いた周波数調整は、その応答性の速さから最も有力な選択肢の一つとみなされている。EV
の速い応答性を遺憾なく発揮できるのは、いわゆるガバナフリー制御 [2] および負荷周波数制御

（LFC）[3, 4] の領域である。双方について、多くの研究がなされてきた。

　しかし、ガバナフリー制御における需要家サイドからの調整については市場原理が働きにくい

ため、PJM、CAISO、MISO といった諸外国の系統運用者は、需要家サイドの調整力が LFC の領

域に参加することを前提にアンシラリーサービス市場を展開している。さらに、米国連邦エネル

ギー規制委員会は、2011 年に公表した第 775 指令において [5]、「マイレージ」の概念を導入する

ことで市場を修正し、また EV のような応答性の速いリソースの市場参加を促した。これらの状

況を踏まえ、本提案書では対象とする市場を LFC に絞って検討を行うこととした。

　EV 単体の出力レベルは、3 kW～6 kW 程度と小さい。周波数調整市場は通常、需要家のリソー

スの参加にあたっては出力レベルの下限を設けている（PJM においては 0.1 MW が最低調整容量

[6]）ため、EV が調整市場に参加するためには、集合体として参加する必要がある [7]。一方、日

本においても、現在、負荷周波数制御を含む調整力を取引する需給調整市場に関する審議が行わ

れている最中である。表 1 は、現在、電力広域的運営推進機関（OCCTO）において審議されて

いる需給調整市場における各調整力の概要と必要条件を示している [8]。一次調整力、二次調整

力①、二次調整力②、三次調整力①、三次調整力②の順に、応動時間の速い方から遅い方に向かっ

て調整力が定義されている。例えば、上述した LFC は表 1 の中で，二次調整力①に区分されて

いるものである。一方、経済負荷配分制御（Economic Load Dispatch Control を意味し、LFC に対

して EDC あるいは ELD とよばれることもある）といわれるのは，二次調整力②もしくは三次調

整力①に区分されているものである。このように再生可能電源の大量導入に伴い、調整力の不足

が懸念される区分について、2021 年度から順次運用が開始される需給調整市場で、調整力が調

達される予定となっている。なお、現在の需給調整市場における制度設計案としては、LFC（二

次調整力①）市場の入札に参加するには、表 1 にあるように最低 5 MW を集める必要があり、上

述した米国 PJM の 0.1 MW よりもはるかに厳しい制限となっている。この点については、今後の

OCCTO における審議状況を注視していく必要がある。

　いずれにしても、EV を集合体として扱うことにより提供できる調整力の不確実性を下げ [9]、
EVA が電力系統と個々の EV オーナー双方に物理的・経済的メリットをもたらす仲介を行える可

能性がでてくる [10] 。
　LFC では、周波数制御のための技術は当該地域の系統運用者の中央給電指令所より出される制

御指令に応動することとなるため、情報通信技術が重要な役割を果たす。通常、指令は公共の通

信線を通じて中央給電指令所から EVA に送られ [11]、EVA が受け取った LFC 指令を個々の EV
に送ることになる。個々の EV への通信手段としては、電力線通信（PLC）、固定ブロードバンド

回線、携帯電話網、Wi-Fi など、導入コストが低い手段が優先的に選ばれることとなろう [12]。
　どちらのデータ伝達過程においても遅延は起こり得るが、特に後者においては深刻な遅延が起

こり得る。先行研究におけるハードウェアインザループ（HIL）シミュレーションでも、LFC 指

令の遅延により問題が生じることが指摘されている。文献 [13, 14] では、系統の周波数偏差の二

乗平均値を HIL 実験と、non-hardware シミュレーションの二通りの方法で計算している。どちら

の方法でも、系統の周波数偏差は EV 無しケースと比べて大幅に低減したが、HIL 実験の場合は

シミュレーションの場合と比べ、わずかながら劣った結果となった。これは、HIL 実験においては、

指令がイーサーネットケーブル経由で EV に送られる際に LFC 指令が 0.8 秒遅延したことに起因
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する。

　一方で、他の研究において、EV がガバナフリー制御において、需要端で測定された周波数偏

差によって直接制御されたケースでは、HIL 実験と non-hardware シミュレーションの間にほぼ差

異は生じなかった。こういったケースでは、制御指令の伝達遅延は生じないからである。

　EV を需要端で計測された系統周波数によって直接制御する方式には（遅延がないという）メ

リットはあるが、ガバナフリー制御ではアンシラリーサービス市場における価格が低くなりがち

である。その一方で、負荷周波数制御であれば、アンシラリーサービス市場における価格がガバ

ナフリー制御よりも高くなることが期待されるものの、EVA が系統運用者の LFC 指令にできる

限り遅延なく追従する必要がある。周波数制御技術が、LFC 指令にどの程度迅速に追従できるか

により、市場参入者が受け取ることができる報酬や、市場における競争力が決まってくるためで

ある。PJM では、市場に参加している制御技術ごとに、過去の実績に応じたパフォーマンススコ

ア [15] が評価されている。他の系統運用者も同様の方式を採用している。この他にも、文献 [16]
では EVA が遅延問題改善に対する動機付けを与えるために、新たなマイレージ報酬制度が紹介

されている。

　本提案書では、LFC 制御市場に参加しようとする EVA のための新たな制御法を提案する。提

案制御方式は、LFC 指令の伝達遅延を補償することで、EVA の調整出力が LFC 指令に迅速に追

従することを可能とし、もって周波数調整市場における高いパフォーマンススコアの獲得を目的

とする。提案書構成としては、まず第 2 章にてシステムのシミュレーションモデルを紹介し、第

3 章で提案する制御方式の議論を行う。第 4 章ではシミュレーション結果と分析を示す。最終章

では結論と、政策提案の概要を示すこととする。
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指令がーࢧーネットケーࣈル⤒⏤で EV に送られる際に LFC 指令が 0.8 ⛊遅延したことに㉳ᅉ

する。 
 

⾲ 1 㟂⤥ㄪᩚᕷሙに࠾けྛࡿㄪᩚຊのᴫせᚲせ᮲௳[8] 

 

 

一方で、の研究において、EV が࢞バࢼフリー制御において、㟂要➃で 定された周波数偏差

によって┤᥋制御されたケースでは、HIL 実験と non-hardware シミュレーションの㛫にࡰ差␗

は⏕じなかった。こういったケースでは、制御指令のఏ㐩遅延は⏕じないからである。 
EV を㟂要➃で計 された系統周波数によって┤᥋制御する方式には㸦遅延がないという㸧メ

リットはあるが、࢞バࢼフリー制御ではアンシラリーࢧービス市場における౯᱁が低くなりがࡕ

である。その一方で、㈇Ⲵ周波数制御であれࡤ、アンシラリーࢧービス市場における౯᱁が࢞バ

フリー制御よりも高くなることがᮇᚅされるものの、EVAࢼ が系統運用者の LFC 指令にでࡁる

㝈り遅延なく追従する必要がある。周波数制御技術が、LFC 指令にの⛬度㎿㏿に追従でࡁるか

により、市場参入者がཷけྲྀることがでࡁる報酬や、市場における➇த力がỴまってくるためで

ある。PJM では、市場に参ຍしている制御技術ࡈとに、㐣ཤの実⦼にᛂじたパフォーマンススࢥ

ア[15]がホ౯されている。の系統運用者もྠᵝの方式を採用している。このにも、ᩥ献[16]で
は EVA が遅延ၥ㢟ᨵၿに対するື機けをえるために、᪂たなマレージ報酬制度が⤂さ

れている。 
本提案書では、LFC 制御市場に参ຍしようとする EVA のための᪂たな制御ἲを提案する。本

制御方式は、LFC 指令のఏ㐩遅延を補償することで、EVA の調整出力が LFC 指令に㎿㏿に追従

することを可能とし、もって周波数調整市場における高いパフォーマンススࢥアの⋓得を目的と

する。提案書ᵓ成としては、まず➨ 2 ❶にてシステムのシミュレーションモデルを⤂し、➨ 3
❶で提案する制御方式の㆟ㄽを行う。➨ 4 ❶ではシミュレーション結果と分析を♧す。最⤊❶で

は結ㄽと、政策提案のᴫ要を♧すこととする。 
 

⾲ 1　㟂⤥ㄪᩚᕷሙྛࡿࡅ࠾ㄪᩚຊࡢᴫせᚲせ᮲௳ [8]
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'�  MoD にʭる負荷周波数制御˹˾̗͋の˹͖͊ͣͼ˹͙ͱ͏̙͢

　本提案書では、文献 [17]で発表されたAGC30モデルに基づくシミュレーションモデルを用いた。

本モデルはわが国の負荷配分および系統周波数分析の学術分野では広く受け入れられている。正

確には、本検討における EVA には文献 [17] の第 2 ケースの状況、つまりシステム負荷は比較的

軽微で、かつ、太陽光発電や風力発電といった再生可能電源は系統に接続されているという設定

を適用することとする。シミュレーションの時間刻みは 0.1 秒とした。遅延については本章にて

議論する。

　

2.1  㟁ຊ⣔⤫ࣔࣝࢹ

　本提案書では、図 1 のとおり、2 エリアを連結した系統モデルを検討した。A エリアを本シミュ

レーションにおけるメインターゲットとし、B エリアは単純化したモデルで代替した。本シミュ

レーション中 A エリアでは 7 か所の石油火力発電所、4 か所の石炭火力発電所、7 か所の LNG 火

力発電所と 10 か所のガスタービンコンバインドサイクル発電所（GTCC）、3 か所の水力発電所、

計 31 か所の発電所についての詳細なモデルが含まれる。再生可能電源と原子力発電を含むベー

ス電源は時系列データとして与えることとする。

　系統の基本的な各種定数を表 2 に示す。

　

⾲ 2　⣔⤫ྛࡢ✀ᐃᩘ
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2. EVAにࡿࡼ㈇Ⲵ࿘Ἴᩘไᚚ࣒ࢸࢫࢩのࣝࢹࣔࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ 

本提案書では、ᩥ献[17]でⓎ⾲された AGC30 モデルにᇶ࡙くシミュレーションモデルを用い

た。本モデルはわが国の㈇Ⲵ㓄分およࡧ系統周波数分析のᏛ術分野では広くཷけ入れられている。

ṇ☜には、本検討における EVA にはᩥ献[17]の➨ 2 ケースの状ἣ、つまりシステム㈇Ⲵはẚ㍑的

㍍ᚤで、かつ、ኴ㝧ගⓎ電や㢼力Ⓨ電といった⏕可能電※は系統に᥋続されているという設定

を適用することとする。シミュレーションの㛫้みは 0.1 ⛊とした。遅延については本❶にて

㆟ㄽする。 

 
2.1 㟁ຊ⣔⤫ࣔࣝࢹ 

本提案書では、ᅗ 1 のとおり、2 エリアを㐃結した系統モデルを検討した。A エリアを本シミ

ュレーションにおけるメンࢱーࢤットとし、B エリアは༢⣧したモデルで௦᭰した。本シミ
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2.2  ㈇Ⲵ࿘Ἴᩘไᚚࣝࢹࣔࡢ開発

　電力系統において、LFC 指令は、エリア内の発電所からの出力を補正するために系統運用者

によって計算される制御指令である。LFC は自動発電制御（AGC）、または、二次周波数制御と

も呼ばれる。一般的に、LFC 指令は定周波数制御（FFC）方式または周波数偏倚連系線電力制御

（TBC）方式のいずれかで計算される [18]。FFC 方式の目的は、リアルタイムの周波数偏差に基

づき、系統全体の周波数を公称値に戻すことである。この方式は通常、単独系統、あるいは連結

系統の場合はメインの系統において採用される。これに対し、TBC 方式では当該エリアにおける

負荷変動に基づいて出力調整を行う。当該エリア内での負荷変動をリアルタイムで把握するのは

困難なため、系統の周波数偏差およびエリア間の連系線潮流バイアスを用いてこれを算出する。

TBC 方式のもう一つの目的は、連系線潮流バイアスを管理することである。

　図 2、図 3 に、FFC・TBC 各方式における LFC モデルのブロック図を、表 3 にここで用いた諸

定数を示す。FFC 方式では、地域要求量（Area Requirement; これ以降では AR とする） は系統全体

の周波数偏差とリアルタイムの容量の積として算出される。LFC は数秒～ 20 分程度の変動のみ

を対象としており、高周波成分を取り除くためにローパスフィルタが適用されている。これに加

え、微小な入力信号が出力に影響を及ぼし、同期機のハンチングやシステムの不安定化を引き起

こすことを避けるために不感帯が設定されている。

　PI 制御の設計は本提案書の主眼ではない。そこで、AR が既に出力の必要な変化を代表してい

るとみなし、比例ゲインは 1、積分ゲインはオーバーシュートを避けるために単純に 0.003 とお

くこととした。LFC においてより現実的な動態を得るために、PI 制御においては、一地域の系統

容量の約 ±2％にあたる ±200 MW を上下限とするアンチワインドアップ方式が採用されている。

TBC 方式における LFC 構成は、AR の計算に連系線潮流バイアスが含まれる点を除いては、FFC
方式のものとほぼ同じである。AR は連系線潮流バイアスに、系統周波数偏差とエリアのシステ

ム容量の積を加えたものに等しい。エリアの連系線潮流バイアスは正の値を取ると考えられる。
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ᚤ小な入力信ྕが出力にᙳ㡪をཬࡰし、ྠᮇ機のࣁンࢳンࢢやシステムの安定をᘬࡁ㉳こす

ことを㑊けるためにឤᖏが設定されている。 
PI 制御の設計は本提案書の║ではない。そこで、AR が既に出力の必要なኚを௦⾲してい
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量の⣙±2㸣にあたる±200MW を上下㝈とするアン࣡ࢳンࢻアップ方式が採用されている。
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　計算された LFC 指令は各周波数制御技術に送られる。A エリアにおいては、EVA に送られた

指令は、EV 用蓄電池の応答性の速さを遺憾なく発揮するためにハイパスフィルタで抽出される。

残りの LFC 指令は応動速度に従って通常通り各々の LFC 発電所に配分される。LFC 指令発信の

ブロック図を図 4 に示す。傾斜率は式（1）にて計算される。

　

　　　Pi ＝
Rampi―
ΣRampi

　　　　　 （1）　　　
　

　B エリアのモデルは単純化しているため、火力発電は足し上げて一つのモデルとして扱い、個々

の発電所からの LFC 指令への影響は考慮しないこととした。

　

ᅗ 3　TBC ᪉ᘧࡢሙྜࡢ LFC ࣝࢹࣔ

ᅗ 4　LFC ᣦ令ࡢ㓄ศ
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⾲ 3 LFCに࠾けࡿㅖᐃᩘ 

パラメーࢱ 記ྕ ್ 
系統周波数偏差  Δ𝑓𝑓  - [Hz]  
㐃系⥺₻ὶバアス Δܲ𝑇𝑇  - [MW]  
系統定数 K  10%  
系統ᐜ量 ܲܤܲ ,ܣ  - [MW]  
ࣟーパスフルࢱಀ数 0.3  ߙ  
ឤᖏ幅   ±10 [MW] 
ẚ例ࢤン 1  ܲܭ  
積分ࢤン 0.003  ܫܭ  
LFC   ンプル㛫 𝑇𝑇𝑇𝑇  5 [s]ࢧ
  ಀ数 𝑎𝑎, 𝑏𝑏  0.905,0.952ࢱルパスフࣁ

 

計⟬された LFC 指令はྛ周波数制御技術に送られる。A エリアにおいては、EVA に送られた

指令は、EV用電ụのᛂ⟅性の㏿さを㑇᠍なくⓎするためにࣁパスフルࢱでᢳ出される。

ṧりの LFC 指令はᛂື㏿度に従って通ᖖ通りྛࠎの LFC Ⓨ電所に㓄分される。LFC 指令Ⓨ信の

ᅗをᅗࢡッࣟࣈ 4 に♧す。ഴᩳ⋡は式(1)にて計⟬される。 

 

ܲ݅ = ܴ𝑎𝑎݉݅
݅𝑎𝑎ܴ݉ߑ

                                                 (1) 

 

B エリアのモデルは༢⣧しているため、ⅆ力Ⓨ電は㊊し上ࡆて一つのモデルとしてᢅい、ಶࠎ

のⓎ電所からの LFC 指令へのᙳ㡪は考慮しないこととした。 
 

 

図 4 LFCᣦ令の㓄ศ 

⾲ 3　LFC ㅖᐃᩘࡿࡅ࠾
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図 3 TBC方式の場合の LFCモデル 

 

表 3 LFCにおける諸定数 

パラメータ 記号 値 
系統周波数偏差  Δ݂  - [Hz]  
連系線潮流バイアス Δܲܶ  - [MW]  
系統定数 K  10%  
系統容量 ܲܤܲ ,ܣ  - [MW]  
ローパスフィルタ係数 0.3  ߙ  
不感帯幅   ±10 [MW] 
比例ゲイン 1  ܲܭ  
積分ゲイン 0.003  ܫܭ  
LFCサンプル時間 �ܶ  5 [s]  
ハイパスフィルタ係数 ܽ, ܾ  0.905, 0.952  

 

計算された LFC 指令は各周波数制御技術に送られる。A エリアにおいては、EVA に送られた
指令は、EV用蓄電池の応答性の速さを遺憾なく発揮するためにハイパスフィルタで抽出される。
残りの LFC指令は応動速度に従って通常通り各々の LFC発電所に配分される。LFC指令発信の
ブロック図を図 4に示す。傾斜率は式(1)にて計算される。 

 

ܲ݅ ൌ ܴ݅݉ܽ
ܴ݅݉ܽߑ

                                                 ሺͳሻ 

 

Bエリアのモデルは単純化しているため、火力発電は足し上げて一つのモデルとして扱い、個々
の発電所からの LFC指令への影響は考慮しないこととした。 

 

 

図 4 LFC指令の配分 
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2.3  㟁Ẽ⮬ື㌴ࢤࣜࢢータ㸦EVA㸧ࣝࢹࣔࡢ開発

　EV 単体の充放電の動態は蓄電池システムのものと同等とみなすことができる。EV は、元々供

給サイドの制御装置ではなく需要家サイドの設備であるため、LFC 調整技術としての調整力提

供の不確実性や EV の所有者の利便性を考慮する必要がある。このことを踏まえ、LFC 制御にあ

たっては、電源プラグに繋がれ、かつ EV の充電状態（SOC）が 70％～ 95％の間にある EV のみ

を利用できることとした。これにより、EV の所有者が EV を使いたい時にいつでも SOC は 70％
以上で、短距離の移動に差し支えることはないという状態を維持することができる。

　本提案書では、文献 [19] において開発された制御戦略を採用した。EVA は制御下にある EV の

SOC に応じて LFC 指令を送る。EV の SOC が下がると、当該 EV にはより多くの LFC 充電指令

が送られるようになる。EV の充電状態が高い場合には、LFC 放電指令が送られる。この戦略を

採用することで、各 EV の充電状態は平均レベルに近づいていくこととなる。また、EV の集合

体の動態は制御可能なEVの容量の合計と同等の単一の大きな蓄電池がある場合に近づいていく。

　EV 制御における遅延には、処理遅延とネットワーク遅延の二通りがある。処理遅延がデータ

ベース読み書き時のサーバ、またはルータにおける遅延により生じるのに対し、ネットワーク遅

延はネットワークでのデータ転送時に発生する [20] 。これら二種の遅延の合計が、通信遅延の総

計である。無線マルチホップ通信において、ネットワーク遅延時間はホップ数に比例するとされ

ている。EVA は中央給電指令所からの指令を受信して各々の EV に発信しなければならないため、

EVA のサーバにおいては、より長時間の処理遅延が起こりがちである。

　さらに、EVA 配下にある EV は処理遅延により深刻な影響を受ける可能性がある。本提案書の

EVA モデルに用いられる集約 EV モデルを図 5 に示す。日中の制御可能 EV 数には文献 [21] の分

析を用いた。EVA 内に蓄積されている電気エネルギーは、その初期値と制御可能（SOC が 70％
以上）な EV 数、プラグにつながれていない EV 数で決まる。このシミュレーションでは EV 数

は大きく変動しないため、蓄積エネルギーの算出にあたってはその初期値のみが考慮されてい

る。全ての EV の遅延時間は同じとみなし、分析を単純化するために集約モデルとして扱ってい

る。また、EVA が対象とするすべての EV は、同じ充電インバータと蓄電池を搭載しているもの

としている。Ckw、Ckwh はそれぞれ、制御可能な EV 全体の充電インバータと蓄電池の容量の合計

である。いずれも、EV 単体の容量と制御可能な EV 数の積で計算される。Te は EV 用蓄電池固有

の充放電時の遅延時間を示す定数である。表 4 に EVA モデルの諸定数を示す。
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2.3 㟁Ẽ⮬ື㌴ࢱ࣮ࢤࣜࢢ(EVA)のࣔࣝࢹ㛤Ⓨ 
 

EV ༢体のᨺ電のືែは電ụシステムのものとྠ➼とみなすことがでࡁる。EV は、ඖࠎ౪

給ࢻࢧの制御装置ではなく㟂要ᐙࢻࢧの設ഛであるため、LFC 調整技術としての調整力提౪

の☜実性や EV の所᭷者の౽性を考慮する必要がある。このことを㋃まえ、LFC 制御にあた

っては、電※プラࢢに⧅がれ、かつ EV の電状ែ(SOC)が 70㸣㹼95㸣の㛫にある EV のみを

用でࡁることとした。これにより、EV の所᭷者が EV をいたいにいつでも SOC は 70㸣௨上

で、▷㊥㞳の⛣ືに差しᨭえることはないという状ែを維持することがでࡁる。 
本提案書では、ᩥ献[19]において開Ⓨされた制御ᡓ␎を採用した。EVA は制御下にある EV の

SOC にᛂじて LFC 指令を送る。EV の SOC が下がると、当ヱ EV にはより多くの LFC 電指令

が送られるようになる。EV の電状ែが高い場合には、LFC ᨺ電指令が送られる。このᡓ␎を

採用することで、ྛ EV の電状ែはᖹᆒレ࣋ルに㏆࡙いていくこととなる。また、EV の集合体

のືែは制御可能な EV のᐜ量の合計とྠ➼の༢一のࡁな電ụがある場合に㏆࡙いていく。 
EV 制御における遅延には、ฎ⌮遅延とネット࣡ーࢡ遅延の通りがある。ฎ⌮遅延がデーࢱ

遅ࢡにおける遅延により⏕じるのに対し、ネット࣡ーࢱーバ、またはルーࢧのࡁースㄞみ書࣋

延はネット࣡ーࢡでのデーࢱ㌿送にⓎ⏕する [20] 。これら✀の遅延の合計が、通信遅延の

⥲計である。↓⥺マル࣍ࢳップ通信において、ネット࣡ーࢡ遅延㛫は࣍ップ数にẚ例するとさ

れている。EVA は中央給電指令所からの指令をཷ信してྛࠎの EV にⓎ信しなけれࡤならないた

め、EVA のࢧーバにおいては、より長㛫のฎ⌮遅延が㉳こりがࡕである。 
さらに、EVA 㓄下にある EV はฎ⌮遅延により῝้なᙳ㡪をཷける可能性がある。本提案書の

EVA モデルに用いられる集⣙ EV モデルをᅗ 5 に♧す。日中の制御可能 EV 数にはᩥ献[21]の分

析を用いた。EVA ෆに積されている電Ẽエネルギーは、そのึᮇ್と制御可能(SOC が 70㸣௨

上)な EV 数、プラࢢにつながれていない EV 数でỴまる。このシミュレーションでは EV 数は

くኚືしないため、積エネルギーの⟬出にあたってはそのึᮇ್のみが考慮されている。すࡁ

ての EV の遅延㛫はྠじとみなし、分析を༢⣧するために集⣙モデルとしてᢅっている。

また、EVA が対㇟とするすての EV は、ྠじ電ンバーࢱと電ụをᦚ㍕しているものとし

ている。𝐿𝐿𝑘𝑘ݓ、𝐿𝐿𝑘𝑘ݓΰはそれࡒれ、制御可能な EV 全体の電ンバーࢱと電ụのᐜ量の合計であ

る。いずれも、EV ༢体のᐜ量と制御可能な EV 数の積で計⟬される。t݁は EV 用電ụᅛ᭷の

ᨺ電の遅延㛫を♧す定数である。⾲ 4 に EVA モデルの諸定数を♧す。 

 

 

図 5 EVAࣔࣝࢹ 
ᅗ 5　EVA ࣝࢹࣔ
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)�  電気自動車ˏ˫͠˯ͼ̉⊣MoD⊦にʭる負荷周波数制御方式の

　データ転送遅延の補償についての検討には、通常スミス予測器が用いられる [22] 。しかし、ス

ミス予測器は主に制御ループ内の純粋な遅延からくる不安定化の問題を解決するためのものであ

り、今回の EVA の検討にはそぐわないと考える。EVA の容量は系統全体の容量と比較すると非

常に小さく、伝達遅延がシステム全体を不安定化するとは考えにくいためである。

　EVA の通信遅延を考慮したロバスト制御のスキームについてもいくつか提案されている [23]。
LFC 指令の伝達遅延は、従来型の電力系統制御においても生じており、研究もなされてきた [24, 
25]。しかし、これらの制御設計の主たる目的は遅延発生下での系統全体の安定性と堅牢性を向

上することにあった。これら制御スキームは、系統の中央給電指令所のためのものである。さらに、

これらロバスト制御の設計と計算のためには系統の状態空間モデルが必要となるが、現実的には

これらを入手するのは難しい。

　先に述べたように、市場原理のもとでは EVA は遅延の問題を自力で改善・解決することが望

ましい。したがって、本問題は系統運用者ではなく EVA に帰するのが適切と考える。EVA にとっ

て、遅延を補償する主たる目的は、EVA の出力が受信した LFC 指令に素早く追従する能力を向

上することで、LFC 調整市場におけるさらなる優位性を獲得する点にある。データ転送における

純粋な時間遅延は、LFC 指令と EVA の出力の差を生み、EVA の市場におけるパフォーマンス評

価を引き下げることとなる。

　本提案書では上述の問題に対する適用可能な制御法を示す。ここで提案する制御方式は非常に

シンプルで、各 EV の充放電制御システムに搭載することも可能であると考えられる。提案制御

方式は、受信した LFC 指令の履歴データおよび周波数偏差の履歴データに基づいてパラメータ

を調整し、系統から計測されるリアルタイムの周波数偏差に基づいて EV の周波数を制御するも

のである。提案制御方式においては、EVA に対する制御指令は、リアルタイムの周波数偏差デー

タに基づいて予測し、再構築する。この指令は、系統運用者により遅延なく計算されるオリジナ

ルの LFC 指令に近いものとなるはずである。

　

3.1  ࿘Ἴᩘไᚚࡢ࣒ࢸࢫࢩᇶᮏ࣒ࢬࣜࢦࣝ

　文献 [13, 14] の HIL 実験により、系統の周波数偏差から直接制御された EV の方が遅延の問題

の影響を受けにくいことが既に示されている。FFC 方式の系統では、LFC 指令は電流の周波数偏

差と系統容量のみから計算される。現実には系統運用者はより複雑な制御ロジックを用いている

可能性があるが、その動態は、図 2 に示すように PI 制御を用いた線形システムでモデル化する

ことができると考えられる。系統容量である PA および PB は、比較的短期間の範囲内では小幅に

しか変動しないため、定ゲインに近似できる。したがって、FFC 方式で運用されているエリアに

おいては、出力と LFC 指令が履歴データから推計することができれば、EVA は系統の周波数に

基づいて EV の出力を LFC 指令に密に追従できるよう制御することが可能である。

⾲ 4　EVA ࣔࡢࣝࢹㅖᐃᩘ
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⾲ 4 EVA ࣔࣝࢹのㅖᐃᩘ 

諸定数  ್ 
制御可能な EV 数ᖹᆒ 23,000  
༢一の EV   ᐜ量  3[kW]ࢱンバー
༢一の EV 電ụᐜ量  21.3[kWh]  
EVA の⥲ SOC ึᮇ್ 85%  
EV 電ụ 定数  1[s]  

 

 

3. 㟁Ẽ⮬ື㌴ࢱ࣮ࢤࣜࢢ(EVA)にࡿࡼ㈇Ⲵ࿘Ἴᩘไᚚ᪉ᘧのタ計 

デーࢱ㌿送遅延の補償についての検討には、通ᖖスミスண ჾが用いられる [22] 。しかし、ス

ミスண ჾはに制御ループෆの⣧⢋な遅延からくる安定のၥ㢟をゎỴするためのものであ

り、ᅇの EVA の検討にはそࡄわないと考える。EVA のᐜ量は系統全体のᐜ量とẚ㍑すると㠀

ᖖに小さく、ఏ㐩遅延がシステム全体を安定するとは考えにくいためである。 

EVA の通信遅延を考慮したࣟバスト制御のス࢟ームについてもいくつか提案されている[23]。
LFC 指令のఏ㐩遅延は、従来ᆺの電力系統制御においても⏕じており、研究もなされてࡁた[24, 
25]。しかし、これらの制御設計のたる目的は遅延Ⓨ⏕下での系統全体の安定性とሀ∼性を向上

することにあった。これら制御ス࢟ームは、系統の中央給電指令所のためのものである。さらに、

これらࣟバスト制御の設計と計⟬のためには系統の状ែ✵㛫モデルが必要となるが、現実的には

これらを入ᡭするのは難しい。 
先に㏙たように、市場ཎ⌮のもとでは EVA は遅延のၥ㢟を⮬力でᨵၿ・ゎỴすることが望ま

しい。したがって、本ၥ㢟は系統運用者ではなく EVA にᖐするのが適ษと考える。EVA にとっ

て、遅延を補償するたる目的は、EVA の出力がཷ信した LFC 指令に⣲᪩く追従する能力を向

上することで、LFC 調整市場におけるさらなるඃ性を⋓得する点にある。デーࢱ㌿送における

⣧⢋な㛫遅延は、LFC 指令と EVA の出力の差を⏕み、EVA の市場におけるパフォーマンスホ

౯をᘬࡁ下ࡆることとなる。 

本提案書では上㏙のၥ㢟に対する適用可能な制御ἲを♧す。ここで提案する制御方式は㠀ᖖに

シンプルで、ྛ EV のᨺ電制御システムにᦚ㍕することも可能であると考えられる。本制御方

式は、ྲཱྀ 信した LFC 指令のᒚṔデーࢱおよࡧ周波数偏差のᒚṔデーࢱにᇶ࡙いてパラメーࢱを調

整し、系統から計 されるリアルࢱムの周波数偏差にᇶ࡙いて EV の周波数を制御するもので

ある。本制御方式においては、EVA に対する制御指令は、リアルࢱムの周波数偏差デーࢱにᇶ

࡙いてண し、ᵓ⠏する。この指令は、系統運用者により遅延なく計⟬される࢜リジࢼルの LFC
指令に㏆いものとなるはずである。 
 

3.1 ࿘Ἴᩘไᚚ࣒ࢸࢫࢩのᇶ本࣒ࢬࣜࢦࣝ 
ᩥ献[13, 14]の HIL 実験により、系統の周波数偏差から┤᥋制御された EV の方が遅延のၥ㢟の

ᙳ㡪をཷけにくいことが既に♧されている。FFC 方式の系統では、LFC 指令は電ὶの周波数偏差

と系統ᐜ量のみから計⟬される。現実には系統運用者はより」㞧な制御ࣟジッࢡを用いている可

能性があるが、そのືែは、ᅗ 2 に♧すように PI 制御を用いた⥺ᙧシステムでモデルすること

がでࡁると考えられる。系統ᐜ量であるܲܣ およܤܲ ࡧは、ẚ㍑的▷ᮇ㛫の⠊ᅖෆでは小幅にしか

ኚືしないため、定ࢤンに㏆ఝでࡁる。したがって、FFC 方式で運用されているエリアにおい

ては、出力と LFC 指令がᒚṔデーࢱから推計することがでࡁれࡤ、EVA は系統の周波数にᇶ࡙
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　LFC 指令を推計するための制御ブロックを図 6 に示す。受信する LFC 指令の遅延時間を Td と

おく。需要端で測定する周波数偏差は当然のことながら遅延しない。また、系統周波数は、遅延

した LFC 指令を受信したのと同一のサンプリング時間（Ts）において計測する。まず、同一の時

間フレーム内における関係性を調べるために、測定系統周波数において発生する Manual 遅延を

Td ' とおく。LFC 指令のサンプリング時間 Ts では、この結果、式（2）を満たす範囲において二つ

の指令は同一の時間フレームであるとみなすことができる。

　　　| Td － Td ' | ≤ Ts　　 （2）　　　
　

　現実の電力系統において、LFC の制御パラメータは時間軸に沿って変化するが、通常は短時間

の間に大きく変化することはない。したがって、数分といった比較的短時間を扱う場合、LFC は

線形時不変システム（LTI）とみなすことができる。FFC 方式では、図 2 で示されるように、周

波数偏差 Δfが入力信号、LFC 指令が出力信号となる。この仮定のもとでは、入力信号と出力信

号の関係は、式（3）のとおり離散時間領域における Z 伝達関数の形で表せる。Z 伝達関数は、

離散時間信号の複素周波数領域表現であり、周波数領域のラプラス変換関数の離散時間式とみな

すことができる。より高次の Z 伝達関数を用いることでより複雑かつ詳細な系統の動態を代表す

ることができるが、動的解析の実施はより困難となってくる。そこで本提案書では、LFC の動態

を十分に再現でき、かつ動的分析における計算の負荷が比較的小さいという理由で、2 次の伝達

関数 E（z）を用いた。

　

　　　E(z) = 
LFC(z)
―
Δf (z)   = 

b0 + b1z
－1 + b2z

－2

―
1 + a1z

－1 + a2z
－2　　 （3）　　　

　

　このデジタル制御系において、z－1 を乗じることが指令に 1 ステップ分の遅延を適用すること

にあたる。

　式（3）は式（4）と書き換えることができる。[k] は指令の k 番目のサンプルを表す。十分なデー

タサンプルが記録されている場合、E（z）の係数は式（4）を最小二乗法で解くことによって計算

できる。

　　　Δf [k]b0 + Δf [k－1]b1 + Δf [k－2]b2 = LFC [k] + LFC [k－1]a1 + LFC [k－2]a2　　 （4）　　　

　推定 LFC 指令はコントローラーに E（z）、制御入力にリアルタイムの周波数偏差を代入するこ

とで導くことができる。推定LFC指令は、遅延のない元のLFC指令に近いものとなるはずである。
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いて EV の出力を LFC 指令にᐦに追従でࡁるよう制御することが可能である。 
LFC 指令を推計するための制御ࣟࣈッࢡをᅗ 6 に♧す。ཷ信する LFC 指令の遅延㛫を Tdと

おく。㟂要➃で 定する周波数偏差は当↛のことながら遅延しない。また、系統周波数は、遅延

した LFC 指令をཷ信したのとྠ一のࢧンプリンࢢ㛫(Ts㸧において計 する。まず、ྠ 一の㛫

フレームෆにおける関ಀ性を調るために、 定系統周波数においてⓎ⏕する Manual 遅延を Td'
とおく。LFC 指令のࢧンプリンࢢ㛫 Tsでは、この結果、式(2)を‶たす⠊ᅖにおいてつの指令

はྠ一の㛫フレームであるとみなすことがでࡁる。 
 

|𝑇𝑇𝑇𝑇−𝑇𝑇𝑇𝑇′|≤𝑇𝑇𝑇𝑇                                                      (2) 
 

現実の電力系統において、LFC の制御パラメーࢱは㛫㍈にἢってኚするが、通ᖖは▷㛫

の㛫にࡁくኚすることはない。したがって、数分といったẚ㍑的▷㛫をᢅう場合、LFC は

⥺ᙧኚシステム(LTI)とみなすことがでࡁる。FFC 方式では、ᅗ 2 で♧されるように、周波数

偏差Ǽf が入力信ྕ、LFC 指令が出力信ྕとなる。この௬定のもとでは、入力信ྕと出力信ྕの

関ಀは、式(3)のとおり㞳ᩓ㛫㡿域における Z ఏ㐩関数のᙧで⾲せる。Z ఏ㐩関数は、㞳ᩓ㛫

信ྕの」⣲周波数㡿域⾲現であり、周波数㡿域のラプラスኚ関数の㞳ᩓ㛫式とみなすことが

でࡁる。より高次の Z ఏ㐩関数を用いることでより」㞧かつヲ⣽な系統のືែを௦⾲することが

でࡁるが、ື的ゎ析の実はよりᅔ難となってくる。そこで本提案書では、LFC のືែを༑分に

現でࡁ、かつື的分析における計⟬の㈇Ⲵがẚ㍑的小さいという⌮⏤で、2 次のఏ㐩関数 E(z)
を用いた。 

 

𝐸𝐸(𝑧𝑧) = 𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿(𝑧𝑧)
𝛥𝛥𝑓𝑓(𝑧𝑧) = 𝑏𝑏0+𝑏𝑏1𝑧𝑧−1+𝑏𝑏2𝑧𝑧−2

1+𝑎𝑎1𝑧𝑧−1+𝑎𝑎2𝑧𝑧−2
                                         (3) 

 
このデジࢱル制御系において、z-1をじることが指令に一ステップ分の遅延を適用することに

あたる。 
式(3)は式(4)と書ࡁえることがでࡁる。[𝑘𝑘]は指令の𝑘𝑘␒目のࢧンプルを⾲す。༑分なデーࢧࢱ

ンプルが記㘓されている場合、𝐸𝐸(𝑧𝑧) のಀ数は式(4)を最小ἲでゎくことによって計⟬でࡁる。 
 

Δ𝑓𝑓[𝑘𝑘]𝑏𝑏0+Δ𝑓𝑓[𝑘𝑘−1]𝑏𝑏1+Δ𝑓𝑓[𝑘𝑘−2]𝑏𝑏2=𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿[𝑘𝑘]+𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿[𝑘𝑘−1]𝑎𝑎1+𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿[𝑘𝑘−2]𝑎𝑎2          (4) 
 
推定 LFC 指令はࢥントࣟーラーに E(z)、制御入力にリアルࢱムの周波数偏差を௦入すること

でᑟくことがでࡁる。推定 LFC 指令は、遅延のないඖの LFC 指令に㏆いものとなるはずである。 

 

 

図 6 提案᪉ᘧにࡿࡼ࿘Ἴᩘไᚚࢡࢵࣟࣈ 

 
 

ᅗ 6　ᥦ᪉ᘧࡿࡼ࿘Ἴᩘไᚚࢡࢵࣟࣈ
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　TBC 方式では、LFC 指令を算出するためには Δfおよび ΔPT、2 種の入力が必要である。しか

し、EVA が ΔPT についての情報を得るのは困難であるため、当該手法は実行可能とはいえない。

したがって、EVA が本推計アルゴリズムを有効に活用できるのは、FFC 方式で運用されているエ

リアのみとなる。

　

3.2  ᥦ᪉ᘧࡿࡼ࿘Ἴᩘไᚚࡢ構㐀

　式（4）において未知の変数は 5 つしかないため、12 サンプルを含む 1 分データがあれば推計

には十分である。3.1 節にて述べたとおり、LFC モデルは線形システムとみなすことができるが、

長期的にみても時間に依存しないとは限らない。そこで、推計にあたっては、一定の演算周期 tp

で処理を繰り返すことで、LFC のリアルタイム動態を正確に把握する必要がある。

　LFC の計算においてはリミッターと不感帯が設けられているため、情報の欠落によって推計が

失敗することがあり得る点には注意が必要である。推計の失敗が起こると、推計 LFC 指令は元

の指令から大きく外れる恐れがあるため、推計エラーが発生した場合にはこれを検知して取り除

く必要がある。さらに、制御方式は生成した推計 LFC 指令と遅延指令との乖離の程度を確認す

る機能を備えている必要がある。制御方式の自己評価プロセスを式（5）に示す。

　　　u = Σtp | LFCestimated－LFC |－Σtp | LFCdelayed－LFC |　　 （5）　　　
　

　式（5）の評価値 u が負の値を取るのは、ある推計期間 tp において、制御方式によって推計さ

れた LFC 指令の方が遅延指令に比べ、元の指令に近い場合である。この場合、推計結果は信頼

に値するといえる。一方で、u が正の値を取る場合には、推計指令は遅延指令より優れていると

はいえない。

　本提案書で提案する制御方式全体のロジックを図 7 に示す。時間 t0 に、新たな推計プロセスが

実行されることとなっている。伝達遅延があるため、時間 t0 に受信した LFC 指令は、実際には

時間 t0' における LFC 指令といえる。したがって、推計には Δt－1 における周波数偏差のデータを

用いることとした。

　もし LFC 構成やパラメータが不変であれば、その動態は一定となる。言い換えるなら、式（3）
における極および零点はあまり変化しない。極および零点は係数から容易に求められる。もし式

（3）の極が z 平面の単位円の外にある場合、推計された E（z） は不安定であり、この結果は使用

すべきではないため、この場合には逸脱データの代わりに、一つ前に推計した時間 Δt－2 におけ

るデータを使用することとする。

　さらに、極および零点が一つ前の推計とあまりにかけ離れている場合も、推計結果は逸脱デー

タとして扱い、一つ前の結果を代わりに用いることとした。式（6）または式（7）が真で、かつ、

推計値がかけ離れている場合には式（3）における動態を攪乱する恐れがあると評価する。ここで、

z1、z2 および p1、p2 が Δt－1 に、z1~、z2~ および p1~、p2~ が Δt－2 おける極および零値である。

　
　　　min{|z1－z1

~ | + |z2－z2
~ |, |z1－z2

~ | + |z2－z1
~ |} ≥ 0.1　　 （6）　　　

　

　　　min{|p1－p1
~ | + |p2－p2

~ |, |p1－p2
~ | + |p2－p1

~ |} ≥ 0.1　　 （7）　　　
　

　続いて、式（5）を用いて、推計された LFC 指令を EV 制御に使用すべきかを評価する。Δt－1

における動態の推計値は Δt－2 における値に近いか等しいはずであることを考えると、Δt－2 にお

ける推計結果が Δtp において良好であれば、推計 LFC 指令は信用できるといえる。一つ前の推計

が良好でない場合には、遅延指令が適用される。
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　自己評価プロセスにおいて、一つ前の推定結果を用いて最新の推計結果の評価を行い、当該推

計結果を使用するかを決定する方式を取っているのは、性能は評価プロセスを経るまでは知りよ

うがないためである点には、留意が必要である。場合によっては、一つ前の推計結果の方に問題

があるために、最新の推計結果が正しいにも関わらず、これを適用しないという判断がなされる

場合がある。しかしながら、このような評価の失敗は頻繁に起こるものではなく、また真の系統

LFC の動態も、演算周期数回分以内に把握できる。また、系統における LFC のパラメータは比

較的変化しにくいため、ひとたび優良な推計結果を得ると、その効果は長期間にわたって持続す

る。最悪の場合でも、遅延 LFC 指令を適用しても大きな問題は生じないといえる。以上をまと

めると、上述の制御ロジックを用いれば、期せずして推計に誤りが生じることはあっても、これ

が EVA のパフォーマンスを低下させることはなく、提案制御方式はパフォーマンスを最大限に

引き出す方向に作用するものといえる。図 8 に、提案の制御方式を実装した EVA のモデルの図

を示す。
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*⊰提案制御方式にʭる˹͖͊ͣͼ˹͙ͱᐄഗ

　シミュレーションは、文献 [17] の第二ケースの例に基づいて実行した。シミュレーション時間

は 11:00 から 14:00 までの 3 時間とした。A エリアは、提案制御方式が対象としている FFC 方式

で運用されているエリア、B エリアの LFC 方式は連系線潮流バイアスを維持するために TBC 方

式で運用されているとした。A エリアの LFC の PI 制御パラメータは、提案制御方式による系統

の LFC 動態への追従性能を確認するために、値が変更されるよう設定した。具体的には、12:00
に積分ゲインは元の値の 70％となり、その後 13:00 に比例ゲインが元の値の倍になるとした。

　提案制御方式の評価には、主にパフォーマンススコアを用いることとする。PJM では、市場に

おける各周波数調整リソースが、どの程度素早く LFC 指令に追従できたか、過去の実績を評価

してパフォーマンススコアを算出している。このパフォーマンススコアによって、市場における

報酬額と競争力が決定される。本提案書において、パフォーマンススコアは PJM の方式に近い

方法で計算した [15]。パフォーマンススコア S は、確度スコア A、遅延スコア D、精度スコア P
の相加平均として計算される。

　

　　　S = 
1
―
3

A + 
1
―
3

D + 
1
―
3

P　　 （8）　　　
　

　計算には、EVA の出力 O [k] と系統の中央給電指令所から出される元の LFC 指令 LFC [k] を用

いた（図 8）。O [k], LFC [k] はどちらも同じサンプル時間のものである。確度スコア A は、各遅延

時間において LFC [k] と O [k] の相関係数が取り得る最大値から計算される。

　　　A = max {R (O [k], LFC [k]), R (O [k +1], LFC [k]),…, R (O [k + n], LFC [k])}　　 （9）　　　

　　　ここで、R(a, b) は a, b の相関係数、n は自然数を指す。

　

　遅延スコア D の計算には、確度スコアが最大となる n0 における遅延が用いられる。遅延スコ

アは、遅延時間と 5 分間との比率を 1 から引き算した値である。

　　　D = 1－
Ts・n0
―
5×60

　　 （10）　　　
　

　精度スコア P の計算には、EVA の出力 O [k] と元の LFC 指令 LFC [k] との間の瞬時誤差の平均

と平均調整容量―Ckw : の比率を 1 から差し引いた値として計算される。

　　　P = 1－ 
O [k]－LFC [k]
――Ckw 

　　 （11）　　　

　

　パフォーマンススコアを含め、全てのスコアは 0 から 1 までの割合で表わされる。パフォーマ

ンススコアが高くなるほど、その周波数調整技術は系統運用者から落札しやすくなり、市場から

より多くの報酬を得られる。米国内では他の系統運用者も似たような評価方式を採っている。た

だし、PJM は事実上、通信ネットワークにおける 10 秒の待ち時間を認めている点には注意が必

要である [15, 26] 。実際の PJM 市場では 10 秒までの遅延はペナルティとはならないため、PJM
方式に従う限りにおいて、提案制御方式の優位性は限定的となる恐れがある。しかし、本提案書

では、10 秒以内の遅延であっても周波数制御のパフォーマンスに影響する以上、10 秒以内の遅

延も改善すべきと考える。したがって、今回のケーススタディでは、PJM のスコア制度よりもよ

り詳細に、10 秒以内の遅延も考慮することとした。特に遅延の影響という観点から調整リソース

を評価する場合には、明快で公平な方法と考え、本ケーススタディではこのような方針を採用す

ることとした。提案の制御方式は、周波数の安定のために、系統運用者によって遅延に対してよ
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り厳しい基準が採用されている市場への導入を目指すものである。

　LFC 指令の伝達から生じる完ぺきな遅延信号（遅延があるのみでそれ以外の誤差が全くない信

号）は、理論上、周波数調整技術の精度スコアおよび遅延スコアにのみ影響を及ぼすことは、そ

の定義から明らかである。さらに、20 秒以下の遅延においては、遅延スコアに及ぼす影響は非常

に小さい。遅延によるパフォーマンススコアの低下は、主に、精度スコアの低下に起因するとい

える。

　続いて、提案の制御方式の系統全体への影響を検討するために系統の周波数偏差の二乗平均

（RMS）についても検討した。文献 [16] によると、中央給電指令所と調整リソースの間には 3 秒

の遅延が存在する。同等の遅延が、中央給電指令所と EVA の間にも存在すると考えられる。本

シミュレーションでは、EVA 内で 0 秒、5 秒、10 秒の三通りの遅延が起こるケース、言い換える

と、トータルでの遅延時間が3秒、8秒、13秒となるケースを検討した。推定遅延時間Td'は3秒、

8 秒、13 秒と設定したが、実際の遅延時間 Td は Td' の 80％から 125％までの間でランダムに変化

する様々な値を取り得る。このような前提下での各ケースにおけるパフォーマンススコアの結果

を図 9 から図 12 に示す。
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する場合には、᫂ᛌでබᖹな方ἲと考え、本ケーススࢱデではこのような方㔪を採用すること

とした。提案の制御方式は、周波数の安定のために、系統運用者によって遅延に対してよりཝし

いᇶ‽が採用されている市場へのᑟ入を目指すものである。 

LFC 指令のఏ㐩から⏕じるࡁな遅延信ྕ㸦遅延があるのみでそれ௨እのㄗ差が全くない信

ྕ㸧は、⌮ㄽ上、周波数調整技術の精度スࢥアおよࡧ遅延スࢥアにのみᙳ㡪をཬࡰすことは、そ

の定⩏から᫂らかである。さらに、20 ⛊௨下の遅延においては、遅延スࢥアにཬࡰすᙳ㡪は㠀ᖖ

に小さい。遅延によるパフォーマンススࢥアの低下は、に、精度スࢥアの低下に㉳ᅉするとい

える。 

続いて、提案の制御方式の系統全体へのᙳ㡪を検討するために系統の周波数偏差のᖹᆒ

(RMS)についても検討した。ᩥ 献[16]によると、中央給電指令所と調整リࢯースの㛫には 3 ⛊の遅

延がᏑᅾする。ྠ ➼の遅延が、中央給電指令所と EVA の㛫にもᏑᅾすると考えられる。本シミュ

レーションでは、EVA ෆで 0 ⛊、5 ⛊、10 ⛊の୕通りの遅延が㉳こるケース、言いえると、ト

ーࢱルでの遅延㛫が 3 ⛊、8 ⛊、13 ⛊となるケースを検討した。推定遅延㛫 Td'は 3 ⛊、8 ⛊、

13 ⛊と設定したが、実際の遅延㛫 Td は Td'の 80㸣から 125㸣までの㛫でランࢲムにኚする

ᵝࠎな್をྲྀり得るする。このような๓提下でのྛケースにおけるパフォーマンススࢥアの結果

をᅗ 9 からᅗ 12 に♧す。 
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　図中、1 分から 5 分までの数字は演算周期（tp）である。参考までに、パフォーマンススコア

が理論上取り得る最良の値を黒の破線で示す。LFC 伝達において、遅延が生じなかったケース

（Td =0）がこれに該当する。スコアの理論値が 1 に満たないのは、蓄電池の充放電には一定の時

間がかかるためである。

　確度スコアでは、提案の方式は遅延指令によるケースより劣る結果となった。これは、確度ス

コアには遅延の影響が考慮されないためである。確度スコアは、LFC 指令と EVA 出力の間で（グ

ラフの）波形がどれだけ近いかの指標とみなすことができる。純粋な遅延指令は、遅延ゼロの時

と波形自体は同じ形となるが、推計される指令には数値誤差が含まれる。しかし、提案の制御方

式によるスコアは最悪のケースでも 0.93 を上回っており、推計 LFC 指令は元の LFC 指令の動態

を概ね再現しているといって差し支えないといえる。遅延スコアのグラフは、元の LFC 指令と

EVA の出力のギャップを提案制御方式によって補償することに成功したことを示している。しか

し、上述したように、遅延スコアにおける遅延の影響は非常に小さい。13 秒の遅延が起こったケー

スにおいても、遅延スコアは約 0.95 には達している。

　本提案方式の効果が最も明確に発揮されるのが、精度スコアである。精度スコアは LFC 指令

と EVA の出力間の乖離している面積の割合であるため、遅延からくるギャップにより、大きな

誤差が引き起こされる。式（11）によると、精度スコアは調整リソースが提供できる調整容量に

依存する。EVA の調整容量は従来の発電所に比べると小さいため、調整指令と出力のミスマッチ

が小さくてもパフォーマンススコアは悪化する。特に、調整指令が大きく変動した場合には、小

さな遅延でも大きなミスマッチが生まれる。

　このため、EVA の精度スコアは遅延の影響をより一層受けやすくなり、補償がない時には非常

に低いものとなる。精度スコアは、13 秒遅延ケースで 0.7 にまで低下する。提案制御方式を適用

することにより、精度スコアは、遅延時間に関わらず、0.9 程度にまで上昇する。

　各々の遅延時間において、トータルのパフォーマンススコアは改善された。遅延時間が長くな

るほど、提案制御方式のメリットは大きくなった。系統の安定性の面でも、図 13 に示される周

波数偏差は、本提案方式によって抑制することができる。また、図 14 により、周波数偏差の最

大値は、式（5）の己評価プロセスにおける誤差によって悪化することはないと分かる。
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ᅗ中、1 分から 5 分までの数Ꮠは₇⟬周ᮇ(tp)である。参考までに、パフォーマンススࢥアが⌮

ㄽ上ྲྀりうる最Ⰻの್を㯮の◚⥺で♧す。LFC ఏ㐩において、遅延が⏕じなかったケース(Td=0)
がこれにヱ当する。スࢥアの⌮ㄽ್が 1 に‶たないのは、電ụのᨺ電には一定の㛫がかか

るためである。 

☜度スࢥアでは、提案の方式は遅延指令によるケースよりຎる結果となった。これは、☜度ス

アは、LFCࢥアには遅延のᙳ㡪が考慮されないためである。☜度スࢥ 指令と EVA 出力の㛫で㸦ࢢ

ラフの㸧波ᙧがれࡔけ㏆いかの指ᶆとみなすことがでࡁる。⣧⢋な遅延指令は、遅延ࣟࢮの

と波ᙧ⮬体はྠじᙧとなるが、推計される指令には数್ㄗ差がྵまれる。しかし、提案の制御方

式によるスࢥアは最ᝏのケースでも 0.93 を上ᅇっており、推計 LFC 指令はඖの LFC 指令のືែ

をᴫね現しているといって差しᨭえないといえる。遅延スࢥアのࢢラフは、ඖの LFC 指令と

EVA の出力のギࣕップを本制御方式によって補償することに成ຌしたことを♧している。しかし、

上㏙したように、遅延スࢥアにおける遅延のᙳ㡪は㠀ᖖに小さい。13 ⛊の遅延が㉳こったケース

においても、遅延スࢥアは⣙ 0.95 には㐩している。 
本提案方式のຠ果が最も᫂☜にⓎされるのが、精度スࢥアである。精度スࢥアは LFC 指令と

EVA の出力㛫の㞳している面積の合であるため、遅延からくるギࣕップにより、ࡁなㄗ差

がᘬࡁ㉳こされる。式(11)によると、精度スࢥアは調整リࢯースが提౪でࡁる調整ᐜ量に౫Ꮡす

る。EVA の調整ᐜ量は従来のⓎ電所にẚると小さいため、調整指令と出力のミスマッࢳが小さ

くてもパフォーマンススࢥアはᝏする。≉に、調整指令がࡁくኚືした場合には、小さな遅

延でもࡁなミスマッࢳが⏕まれる。 
このため、EVA の精度スࢥアは遅延のᙳ㡪をより一ᒙཷけやすくなり、補償がないには㠀ᖖ

に低いものとなる。精度スࢥアは、13 ⛊遅延ケースで 0.7 にまで低下する。本制御方式を適用す

ることにより、精度スࢥアは、遅延㛫に関わらず、0.9 ⛬度にまで上᪼する。 

アはᨵၿされた。遅延㛫が長くなࢥルのパフォーマンススࢱの遅延㛫において、トーࠎྛ

る、本制御方式のメリットはࡁくなった。系統の安定性の面でも、ᅗ 13 に♧される周波数

偏差は、本提案方式によって抑制することがでࡁる。また、ᅗ 14 により、周波数偏差の最್

は、式(5)のᕫホ౯プࣟࢭスにおけるㄗ差によってᝏすることはないとわかる。 
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　演算周期 tp を短く取った場合の方が、LFC 動態をより密に補足し追従できる反面、演算回数が

増えることによる推計データの逸脱が生じやすくなると考えられる。この一方で、演算周期 tp を

長く取った場合には、データは安定しやすくなる反面、ひとたび逸脱が起こるとその影響が長く

続くこととなる。このため、どの演算周期 tp がパフォーマンスの向上にとって最適であるかはリ

アルタイムの系統の状況によって違ってくるため、結論を出すのは困難である。

　しかし全体としては、演算周期 tp の値に関わらず、補償を行わなかった場合と比べてパフォー

マンスは向上した。本提案方式のパフォーマンスをより詳細に検討するために、演算周期 tp が 3
分、遅延時間が 8 秒のケースのシミュレーション結果を図 15 に示す。本提案方式で制御された

EVA 出力（黄色線）は、LFC 指令が EVA の容量を超過した場合を除き、元の LFC 指令（青線）

とほぼ完全に一致した。赤線が、遅延した LFC 指令に基づいて出力を制御した場合で、パフォー

マンススコアを低下させる、元の指令との乖離が容易に見て取れる。

　図 16 に、LFC システムの比例ゲインが、元の値の 2 倍に変更されたケースを示す。このよう

な変更が突然起こった直後には、提案方式によって制御された EVA の出力（黄色線）と、元の

LFC 指令（青）の間には大きな乖離が生じる。その後、提案制御方式は元の指令からの逸脱を検

ᅗ 13　࿘Ἴᩘ೫ᕪࡢᖹᆒ㸦Hz㸧

ᅗ 14　࿘Ἴᩘ೫ᕪ᭱ࡢ್㸦Hz㸧
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図 13 ࿘Ἴᩘ೫ᕪのᖹᆒ㸦Hz) 

 

 

図 14 ࿘Ἴᩘ೫ᕪの್᭱(Hz) 

₇⟬周ᮇ tpを▷くྲྀった場合の方が、LFC ືែをよりᐦに補㊊し追従でࡁる反面、₇⟬ᅇ数が

ቑえることによる推計デーࢱの㐓⬺が⏕じやすくなると考えられる。この一方で、₇⟬周ᮇ tpを
長くྲྀった場合には、デーࢱは安定しやすくなる反面、ࡦとたࡧ㐓⬺が㉳こるとそのᙳ㡪が長く

続くこととなる。このため、の₇⟬周ᮇ tpがパフォーマンスの向上にとって最適であるかはリ

アルࢱムの系統の状ἣによって㐪ってくるため、結ㄽを出すのはᅔ難である。 
しかし全体としては、₇⟬周ᮇ tpの್に関わらず、補償を行わなかった場合とẚてパフォー

マンスは向上した。本提案方式のパフォーマンスをよりヲ⣽に検討するために、₇⟬周ᮇ tp が 3
分、遅延㛫が 8 ⛊のケースのシミュレーション結果をᅗ 15 に♧す。本提案方式で制御された

EVA 出力㸦㯤Ⰽ⥺㸧は、LFC 指令が EVA のᐜ量を㉸㐣した場合を㝖ࡁ、ඖの LFC 指令㸦㟷⥺㸧

とࡰ全に一⮴した。㉥⥺が、遅延した LFC 指令にᇶ࡙いて出力を制御した場合で、パフォー

マンススࢥアを低下させる、ඖの指令との㞳がᐜ᫆に見てྲྀれる。 
ᅗ 16 に、LFC システムのẚ例ࢤンが、ඖの್の 2 ಸにኚ᭦されたケースを♧す。このよう

なኚ᭦が✺↛㉳こった┤ᚋには、提案方式によって制御された EVA の出力㸦㯤Ⰽ⥺㸧と、ඖの

LFC 指令㸦㟷㸧の㛫にはࡁな㞳が⏕じる。そのᚋ、本制御方式はඖの指令からの㐓⬺を検▱

し、追従する指令を推計್からඖの遅延指令にษり᭰える㸦㯤Ⰽ⥺が㉥⥺に重なる㸧。tp が⤒㐣し
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知し、追従する指令を推計値から元の遅延指令に切り替える（黄色線が赤線に重なる）。tp が経

過した後、提案制御方式は、再度推計データを成功データと認識し、追従するデータ推計データ

に切り替え直すこととなる。
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　図 17 に、式（5）の計算結果を示す。制御方式では、3 時間のシミュレーション中で 3 回、tp 

にして 5 回分のデータに信頼性の低い推計結果が返されたことがわかる（グラフ中、正の値）。3
回のうち、最初と最後は PI 制御のパラメータ変更に伴うものであった。提案制御方式では推計

が成功する確率は高く、また 2 tp 以内には速やかに正確な推計に戻ることが分かった。
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5.1  ᮏᥦ᭩ࡢ⤖ㄽ

　本提案書では、EVA が LFC の通信遅延を補償するための、適用可能な制御方式を提案した。

提案の制御方式は、FFC 方式を採用している系統下で EVA のパフォーマンスを向上することを

目的として設計したもので、EVA からの出力を系統の中央給電指令所から送られる LFC 指令に

精度よく追従させることが可能である。提案制御方式は、系統の周波数偏差の抑制に貢献するた

め、系統全体にもメリットをもたらす。本方式は、周波数制御市場において EVA がより多くの

落札の機会と報酬を得るための一助となるはずである。

　

5.2  ᨻ⟇立ࡢࡵࡓࡢᥦ

　上記の分析結果に対し、エネルギー事業者も高い関心を持っており、ここで検討しているシス

テムを将来的には社会実装する意思があると考えられる。しかし、周波数調整市場が日本におい

て開設されるのは 2024 年頃とされており、現状では制度設計と小規模の実証実験の段階にある

といえる。一方、周波数調整市場が既に開設されている米国ないし欧州では、既に EV を用いた

周波数調整市場への参入を視野に置いた実証が行われている。それでも、EV の集合運用による

実際のビジネスモデルとして成立している事例は見当たらない。これは、EV による周波数制御

を事業として成立させることが難しいことの証左ともいえる。

　したがって、政策面への提案としては、まずは EV による周波数制御技術のシミュレーション

と実証実験を段階的にスケールアップしながら積み重ねていくことである。次に、周波数調整市

場の制度設計については、先行する PJM や CAISO をはじめ、欧米諸国の制度の長所・欠点を分

析し、わが国として、EVA の参入障壁を低くするとともに、周波数制御の安定性を維持するバラ

ンスを考慮した制度設計を行う必要がある。そのためには、周波数調整市場の制度に関する幅広

い分析・研究も続けていくことが望ましく、電力広域的運営推進機関（OCCTO）においてもこ

うした研究の成果を実際の制度設計に反映させていくことが望まれる。

　一点、具体的な政策・制度の提案として言えることは、周波数調整市場の最低入札量に関する

ものである。本提案書の表 1 にある調整力の分類の中で、負荷周波数制御に該当するのは二次①

である。表 1 より、この二次①調整力の最低入札量が 5 MW となっているのが見て取れる。仮に
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上記の分析結果に対し、エネルギー事業者も高い関心を持っており、ここで検討しているシス

テムを将来的には社会実装する意思があると考えられる。しかし、周波数調整市場が日本におい

て開設されるのは 2024 年頃とされており、現状では制度設計と小規模の実証実験の段階にある

といえる。一方、周波数調整市場が既に開設されている米国ないし欧州では、既に EV を用いた

周波数調整市場への参入を視野に置いた実証が行われている。それでも、EV の集合運用による

実際のビジネスモデルとして成立している事例は見当たらない。これは、EV による周波数制御

を事業として成立させることが難しいことの証左ともいえる。 
したがって、政策面への提案としては、まずは EV による周波数制御技術のシミュレーション

と実証実験を段階的にスケールアップしながら積み重ねていくことである。次に、周波数調整市

場の制度設計については、先行する PJM や CAISO をはじめ、欧米諸国の制度の長所・欠点を分

析し、我が国として、EVA の参入障壁を低くするとともに、周波数制御の安定性を維持するバラ

ンスを考慮した制度設計を行う必要がある。そのためには、周波数調整市場の制度に関する幅広

い分析・研究も続けていくことが望ましく、電力広域的運営推進機関(OCCTO)においてもこうし

た研究の成果を実際の制度設計に反映させていくことが望まれる。 
一点具体的な政策・制度の提案として言えることは、周波数調整市場の最低入札量に関するも
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EV のアグリゲートにより、5 MW の容量を確保するには、何台必要かを考えてみる。緩速充電

の場合、一台当たりの消費電力は 3～4 kW である。単純に考えても 1,300 台～1,700 台程度の EV
が必要となる。もちろん、アグリゲートしている EV の全台数を負荷周波数制御に利用できるわ

けではない。周波数制御に参画している時間帯でも、走行中のEVは制御に用いることはできない。

この必要な時間帯に制御に利用できない（走行中の）EV があることを考慮すると、二次①の調

整力市場の入札に参加するためには、3,000 台以上の EV をアグリゲートしておく必要があると

推定される。これだけの台数の EV を集めることは容易ではない。さらにいえば、中央給電指令

所から負荷周波数制御のための信号を受け取った EVA が、数千台の EV の制御への利用可能性

を常に把握し、一台毎の搭載蓄電池の SOC（充電状態）も把握して各 EV への充放電電力を決定

し、ネットワークを通じて信号を送り、制御することも容易ではない。したがって、二次①調整

力における 5 MW の最低入札量は、EVA が日本の負荷周波数制御に参加するためには高すぎる障

壁である。

　これに対し、例えば PJM においては、負荷周波数制御の市場に参加するための最低入札量は

0.1 MW である。米国の PJM と比較して、日本の負荷周波数制御の市場における最低入札量がは

るかに高い理由は二つ考えられる。一つには、利用できる台数が常に変化し、一台当たりの充放

電電力の小さい EV に対する信頼性が高くなく、周波数制御全体に悪影響を及ぼすことが懸念さ

れている可能性があることである。もう一つは、市場を管理する送配電事業者にとって、一事業

当たりの規模が小さいものを扱うのは、手続きコストが嵩むためである。

　第一の理由についてみると、少なくとも周波数調整市場が発足して数年間は、EVA のような事

業者の参加総量は小さいと推定される。これは、先行する PJM や CAISO を見ても明らかであり、

負荷周波数制御の大部分は従来の火力、水力の出力変動によっている。したがって、EVA の参入

によって制御そのものが不安定になるリスクは殆どないと考えられる。第二の理由についていえ

ば、確かに容量の小さい事業者が、数多く周波数調整市場に参加すれば、系統を管理する送配電

事業者にとっては、作業が煩瑣となり、手続きコストが嵩むことは間違いない。ただ、二次①の

市場に限らず、調整力提供資源としての EV に対する期待は大きい。少なくとも市場が成熟する

までは、二次①調整力の最低入札量を PJM 並みに小さくすることは、今後の EV の調整力市場へ

の参加のためには重要な施策であると考えられる。
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